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　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元参議院議員　峰崎直樹

　地球環境問題の影響か、大型台風や季節外れの大雪
日曜日、朝起きてみると一面の銀世界、札幌市は積雪20センチを超える11月としては20年ぶりの大雪になってしまった。除雪道具を取り出したりして、一汗かいたものの、降雪は夕方まで続いて、7日朝の気温は氷点下3度、つるつる滑りやすい道路では交通事故の多発が心配である。11月初旬での大雪はあまり経験したことがなく、今年の気候は大型台風の4度に及ぶ北海道襲来といい、何か狂い始めて来たように思われてならない。台風の勢力もまことに大きくなり始め、瞬間最大風速が時速50kmを超えて75~85kmといった驚異的なレベルにまで達するようになってきた。どうやら、日本を襲った台風だけでなく、アメリカにおいてもハリケーンが巨大化し始めており、やはり、地球温暖化の影響は否めないのだろうか。
なぜ、環境問題に関心が失われてきたのか、日本の政治の怠慢
1990年代には、「京都議定書」もあり、環境問題に対して国会でも大きく取り上げられてきたのだが、何故か3.11福島原発大惨事以来、日本において環境問題に対する政治の世界での問題意識が後退し始めたように思われてならない。11月4日地球温暖化対策「パリ協定」が発効したのだが、日本は批准が間に合わず、温暖化対策交渉の仲間に入れないまま米中欧を中心に議論は進展しつつある。もっとも、この「パリ協定」については拘束力が弱く、その効果はあまり上がらないのではと見られているようだが、環境問題こそは21世紀地球が抱える最大の問題であることは確かであるだけに、政治が怠慢であるという誹りは免れない。
やや手前味噌になるのだが、民主党政権時代に税制調査会の場で、なんとか地球温暖化対策税として石油・石炭課税の強化に取り組み、僅かではあるが一定の前進を進めてきた。その後、残念ながら全く手が付けられておらず、経済界の言いなりになってきた自民党政権の限界が、はしなくも露呈したと言わざるを得ない。与野党を問わず、何とか地球環境問題の前進に向けて大いに努力して欲しいものだ。
米大統領選挙大接戦だが、トランプだけはなって欲しくない
さて、今週は何と言ってもアメリカ大統領選挙の投開票が最大の注目すべきイベントであろう。果たしてクリントン候補がアメリカ史上初めての女性大統領になるのか、それともトランプが大逆転できるのか、勝負は予断を許さない状況になりつつあるという調査結果も出始めている。というのも、トランプ候補のトンデモナイ女性問題発言などもあり、最終盤になって実施された3回のテレビ討論で優位に立ったクリントン候補であったが、なんと10月28日にFRBがクリントン候補の国務長官時代における私的メール問題を再び捜査の対象にするという異例の展開が進み、混沌とし始めたようだ。もっとも、この問題について、FBIは再び訴追する事は無い、と言う結論を公表したようで、何ともお騒がせなFBIの対応になっている。とはいえ、多くの識者の方たちは、クリントンの優位は揺るがないだろうという見方で大勢を占めており、そのほうが、アメリカにとっても、日本にとっても、世界にとってもよりましな選択にちがいない。
経済的困難と社会的孤立の下、スケープゴートを攻撃するトランプに、ヒトラーの台頭に通ずる危険性
とくに、共和党の本命とは程遠かったトランプ候補が予備選挙で勝ち上がってきた背景には、アメリカ社会の抱える深刻な問題が存在しているように思われる。それは、アメリカの社会学者であるロバート・パットナム氏が、今年9月6日付朝日新聞紙上でのインタビュー記事で述べていたように、トランプ氏が選出された背景には1930年代にヒットラーが出てきた時と同じように「経済的困難と社会的な孤立」が存在しており、トランプ氏がそうした背景の中で、国民の中に不満や怒りを集めているだけでなく「その怒りをメキシコ人やイスラム教徒、女性といったスケープゴートに向けている…」事への警戒感を表明している事に注目させられる。そのことは、やがては日本も同じ問題を抱え始めているだけに、アメリカだけの問題とは思われない。相模原の障がい者殺害事件などもその表れの一つと見るべきだろう。

11月8日、どのような結果になるのか、大いに注目して行きたい。
TPP関連法案の強行採決、どうしてそんなに慌てて強行するのか
国内の政局は、TPPの批准が強行採決され衆議院を通過した。山本農水大臣の2度にわたる問題発言もあり、週明け以降山本大臣に対する不信任決議案も上程されるようだ。おそらく不信任案が数の力で否決され、今国会での成立を強行するのだろう。肝腎のアメリカの両大統領候補がTPP反対を表明しており、日本で批准したとしても、アメリカの批准が無ければ効力を発揮できないだけに、どうしてそこまで強行するのか、やや解せないのではあるが…。TPPには、単に自由貿易の問題だけでなく、SDI条項によって他国や企業が訴訟ができるようになり、日本の様々な法律や条例といった規制が訴訟の対象になる危険性が大きいだけに、農業だけでなく、医療・介護、教育といつた国民生活にとっても大問題を抱えていることは間違いない。
来年度税制改正、無残にも配偶者控除廃止は腰砕けに
やはり気になるのは、来年度の税制改正である。
一番の問題であった所得税の配偶者控除問題は、夫婦控除と言う形で着地点が着くのかと思いきや、税制中立で進めるため高額所得者には適用制限を加えるため、専業主婦が多い高額所得層には増税になるため解散・総選挙を前にして頓挫してしまったという。選挙と言うのはほぼ毎年あるわけで、こんな調子ではとても国民に必要な負担増は実現できないわけで、自民党税調の余りの低レベルさだけでなく、税と言う一番政治の要について政権政党としての統治能力を失いつつあることの問題こそが問われなければなるまい。
　ビール税制に見る、業界・企業との政治の癒着
個別の税制について、少し触れる必要がある点が目に付く。
小生が税制調査会を担当していた頃、かねてよりビールに関する税制は大きな問題になっていた。何よりもビールによる税収は約1兆円弱で、酒税(平成24年度で約1兆4000億円の税収)の過半数を占め、国税庁としてもビール税制の改正は大きな問題であったことは間違いない。
民主党時代には、酒税は致酔性に着目しアルコール度数課税にすべきである、と主張してきたのだが、ビールはアルコール度数が低い割に税率が高く、酒税全体を税制中立で改正してアルコール度数課税にすれば税収が大きく落ち込むことになるため、なかなかその原則の実現できずに至っていた。と言うより、それ以前にビール税制には大きな問題として、麦芽使用率に応じて、ビールと発泡酒、雑酒(第三のビール)の三種類があり、税制はそれぞれ350㎖缶でビール77円、発泡酒47円、第三のビール28円と大きな差があり、同じアルコール度数でありながら価格に大きく差がついていた。
つまり、ビールとは言えない「紛い物」が、価格が低いため低所得者層に多く売れているのが現実であった。ただ、消費者に本物のビールを提供すべきではないかと言う観点から、ビール税制を一本化すべきだと主張してきたのだが、ビール業界の中での企業間の意見の違いがあり、なかなかまとめることができないで今日に至っている。それでも、最近では一本化への合意が取れはじめて来たと噂されてきたのだが、サントリーを中心に政治的な圧力がかかってきて、来年度の税制改正で先送りになったようだ。NHKの朝ドラ「マッサン」で、ウイスキーづくりを日本で最初に始めたサントリーではあったが、さまざまな種類の酒を日本人向けに変造し、「イミテーションの鴨井」と揶揄される場面が出てくる場面を記憶されている方も多いと思うが、ビールにおいてもその精神が抜けきれないようだ。そろそろ本物志向に立ち戻って欲しいものだ。政治との業界・企業癒着の弊害は、ビール税制においても顕著に出てきていることは間違いない。
都市の農地の生産緑地指定、300㎡以上では農地と言えるのか、固定資産税や相続税逃れの税制改悪以外の何物でもない
ビール税制の体たらくだけかと思っていたら、土地税制についても大きな問題が簡単に決められようとしている。電子版「産経ニュース」11月4日の記事によれば、「『都市農業』を促進、29年度税制改正で生産緑地の要件緩和へ、500㎡超→300㎡超」と言う見出しが飛び込んできた。要するに、市街化区域にあるのうちの税制優遇が受けられる「生産緑地」について、面積要件の大幅な規制緩和が進められようとしているのだ。300㎡といえば、100坪にも満たない面積でしかなく、そこに農業をしているから固定資産税や相続税の恩典を受けられるというのは、余りにも酷い大都市農地所有者に対する利益提供ではないのか、都市住民が等しく土地の値上がりによる家賃や固定資産税の引き上げに苦しんでいる時、このような改正が進められているという事実に怒りを持っていい。公平性が求められる税制において、このような不公平さがまかり通ることは許される事ではないはずである。
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